
令和４年（2022 年）９月那覇市議会定例会 

 

代 表 質 問 発 言 通 告 書 (２ 日 目 ) 

令和４年９月８日(木) 
                                  ニ ラ イ 30 分 

                                  日 本 共 産 党 25 分 

                                  無 所 属 ク ラ ブ 15 分 

                                  みんなの協働！ 10 分 

無 所 属 の 会 10 分 

                                  立 憲 な は 10 分 

 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

１ 多和田 栄 子 

( ニ ラ イ ) 

 

 

１ 市長の政治

姿勢について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ コロナ禍へ

の感染対策に

ついて 

 

 

 

 

 

城間市長の令和４年度施政方針を改めて読み

返した。その中で、人材こそが共通する財産であ

り、これからのまちづくり、人づくりの種まきを

行っていくとの決意が示されている。勇退される

にあたり、以下伺う 

 

(１) 人材育成への種まきは具体的にどのよう

に進められてきたのか 

 

(２) 公約の実施状況を伺う 

 

(３) 次期市長に何を望むのか 

 

 

オミクロン株による新型コロナ感染拡大で３

年目に突入、第７波を迎える 

 コロナ陽性で罹患された一人暮らしの高齢者

において、地域医療機関との連携が必要である。

本市としてどのような対応を行ってきたのか、現

状を伺う 

 

 

 

割当時間(答弁を除く) 



 

順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ３ 市職員の定

年年齢引き上

げについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 会計年度任

用職員の処遇

改善について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 教員補充の

取組について 

 

 

 

６ ＬＲＴ（次

世代型路面電

車）事業導入

について 

 

 

地方公務員の定年引上げに伴い、定年退職が

65 歳となる 2032 年までの 10 年間に退職する人

数について、以下伺う 

 

(１) 具体的なシミュレーションは、どのように

なっているか 

 

(２) 条例定数の見直し、計画的な新規採用の確

保はあるのか伺う 

 

 

本市で働く会計年度任用職員は、常勤職員と同

様に重要な担い手となっている 

 しかしながら、常勤職員との均等、いわゆる同

一労働、同一賃金の観点から程遠いのが実情であ

る。2022 年８月８日の人事院勧告において、一

時金の引き上げが決定、それを参考に職員の賃金

引き上げが検討されている。そこで以下伺う 

 

(１) 那覇市で働く会計年度任用職員数は何人か 

 

(２) 会計年度任用職員に支給されているボー

ナスの種類を伺う 

 

 

学校現場から、補充教諭が足りていないという

声が聞こえてくるが、どのようになっているのか

伺う 

 

 

「誰もが移動しやすい街」の実現、公共交通不

便地域の解消として、那覇市中心市街地、真和志

地域、新都心地域を結ぶ公共交通としてＬＲＴが

位置付けられている。現在の進捗状況を伺う 

 

 

 

【答弁を求める者】 

  市長、副市長、教育長、関係部長 

 



代表質問（２日目） 令和４年９月８日(木) 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

２ 清 水 磨 男 

( ニ ラ イ ) 

 

 

１ 「稼ぐ力」

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 子育て、人

材育成につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 新型コロナ

について 

(１) 城間市政を経た、那覇市経済の状況につい

て伺う 

 

(２) 「中心市街地の活性化」に取り組んだ経緯

及び現状と、今後の展望について伺う 

 

(３) 円安の影響と、今後の展望について伺う 

 

(４) 燃油高騰や全国的な飲食店の需要減など

が、那覇市の魚であるマグロを始めとした水

産業に与えている影響について伺う 

 

(５) ブレジャーについて伺う 

 

(６) 城間市長の公約の最大のひとつであるサ

ッカースタジアムについて、他の自治体での

建設に至る予算はどのような状況であるの

か伺う 

 

(７) 鉄軌道について、運営の基本となる交通シ

ステムの選定状況を伺う 

 

 

(１) 児童手当の制度変更について、関連する影

響を含めて伺う 

 

(２) 教材費について、負担減の取組は行ってき

たのか伺う 

 

(３) 那覇市の夜間保育所の現状と、今後の計画

について伺う 

 

(４) 那覇市内の保育園、幼稚園などにおける、

おむつの取扱いについて伺う 

 

 

(１) 新型コロナ対策に関して、今後の課題及び

要望について伺う 

 

(２) 那覇市立病院の進捗状況と、新型コロナと

いう時代を経て、変更した点などはあるのか

伺う 
 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ４ 福祉行政に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 政治姿勢に

ついて 

 

(１) 岸田政権が進める高額医療制度の廃止に

向けた道筋について、その概要と影響、及び

那覇市の考えを伺う 

 

(２) 生活保護費の見直しについて、概要と影響

及び那覇市の考えを伺う 

 

(３) 解剖執刀医の人数や行政解剖の在り方な

どについて、課題に対する検討や取組がある

のか伺う 

 

 

(１) 来年で制定から 60 年となる那覇市民憲章

について、更新が検討されたことはあるのか

伺う 

 

(２) 国葬について、那覇市の対応を伺う 

 

(３) 「県政は指をくわえて見ているだけ」「県

の不作為がもたらした『県政危機』」という

政治スタンスに対する城間市長の考えを伺う 

 

(４) 「建白書の精神を貫き、自立の阻害要因で

しかない新たな米軍基地建設に反対し、平和

で活力ある沖縄を『県都・那覇』から創り上

げます。」という城間市長自ら示した「めざ

すまちの姿」は、任期満了まで堅持されるの

か伺う 

 

 

【答弁を求める者】 

  市長、副市長、教育長、関係部長 

 



代表質問（２日目） 令和４年９月８日(木) 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

３ 古 堅 茂 治 

(日本共産党) 

 

 

１ コロナ感染

症対策につい

て 

 

 

(１) 新型コロナ感染症から命と暮らし、営業を

守るために力を尽されているみなさん。一生

懸命の努力を続けている医療・保健所の関係

者に深い敬意と感謝を申し上げつつ、医療負

荷が増えている第７波の感染動向と特徴を

問う 

 

(２) ８月 23 日、日本の一日当たりのコロナに

よる死者数が 340 人を超えて過去最多を更

新し、世界保健機関（ＷＨＯ）の集計で新規

感染者数が世界最多となり、死者数も世界２

位となっている。こうした事態を生み出して

いるのは、「経済活動を回していく」という

ばかりで、感染抑止や医療体制強化の対策を

何ら講ずることなく成り行きまかせを続け

ている岸田政権のコロナ対応にある。世論調

査では過半数を超える国民が政府のコロナ

対応を評価してない。岸田政権の責任は重大

である。そこで、今回の第７波の課題と、本

市で重症化リスクの高い高齢者の福祉施設

でのクラスター発生状況、医療従事者等の感

染状況、救急搬送困難事案、死者増加の状況

を問う 

 

(３) 学校・保育園等での発生状況を問う 

 

(４) ワクチン接種の実績と課題、オミクロン株

対応ワクチン接種を問う 

 

(５) 経済等への影響を問う 

 

(６) オール沖縄・城間市政は、命を守る、経済

をつなぐ、日常をつくるとの基本方針で、市

民に寄り添い、様々なコロナ対策を推進して

いる。コロナ対策の総額と取組の概要、独自

取組、新たに予算計上する取組を問う 

 

 

 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ２ 物価高騰対

策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 帝国データバンクの調査によると、食品の

値上げは８月に 2,431 品目にのぼり、2022

年１月以降、単月で初めて 2,000 品目を超え

た。９月以降の値上げ予定は 8,043 品目（う

ち９月 1,661 品目、10 月 6,305 品目）に達

する。食料品や光熱水費など生活必需品の値

上がりが市民･国民の生活を直撃している。

その影響を問う 

 

(２) 補正予算に計上されている学校給食にお

ける物価高騰対応事業をはじめ、本市の物価

高騰対策を問う 

 

(３) クーラー使用が多い夏、電気料金の値上げ

が市民生活を直撃している。生活必需品の値

上げが加速しているのに、岸田政権の物価対

策は、石油元売り会社への補助金や節電ポイ

ントの付与といった、ごく一部への小手先の

対策しかない。円安の流れが再び加速して、

円相場は一時、１ドル＝140 円台に下落し 24

年ぶりの歴史的な安値を付けた。米連邦準備

制度理事会(ＦＲＢ)がインフレ抑制のため

利上げを断行する一方、日銀の「異次元の金

融緩和」政策が円安を誘導している。この極

端な姿勢の違いが金利差を広げ、円売りの動

きに繋がり、円安が輸入物価を押し上げて物

価上昇に拍車をかけている。この円安誘導の

誤った政策を見直し、国民の命と暮らしを守

るためにも、政府は責任を果たすべきであ

る。見解を問う 

 

 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 統一協会に

ついて 

 

 

(４) 消費税は、所得の少ない人ほど負担が重

く、赤字経営の事業者にも容赦なくかかるな

ど、不公平な税制であり本来、廃止すべき税

金である。政府は「全世代型」の名で社会保

障制度を切り崩し、コロナ禍においても、６

月に年金を引き下げ、10 月から 75 歳以上の

高齢者の医療費を２倍に引き上げ、さらに公

立・公的病院の削減を推進しようとしてい

る。もはや「社会保障のため」との大義名分

は通用しない。世界では、物価高騰から暮ら

しと営業を守るうえで最も効果的な対策と

して、日本の消費税にあたる付加価値税の引

き下げが 96 か国・地域で実施されている（消

費税廃止各界連絡会調べ）。消費税減税は、

全ての国民にゆきわたる最も有効な景気対

策で、財源は、500 兆円を突破した巨額の内

部留保を蓄え、巨大なもうけをあげる大企業

や、株で大もうけしている富裕層に応分の負

担を求めれば生み出せる。日本経済を強くす

るうえで消費税をただちに５％に減税し、小

規模業者に新たな負担をもたらすインボイ

ス制度の導入は中止すべきである。また、米

国製兵器の「爆買い」、軍事費や不要不急の

大型開発の予算を子育てや教育、社会保障、

災害復旧など、くらしを支えるために使え

ば、格差と貧困も是正される。見解を問う 

 

 

 

(１) 海外発祥の統一協会（世界平和統一家庭連

合）は、霊感商法と多額の献金、集団結婚な

どで甚大な被害をもたらし、社会的批判を浴

びている反社会的カルト集団である。日本の

天皇を文鮮明の前にひざまつかせることを

も目的の一つとしている。全国と本県での被

害の実態を問う 

 

 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 最悪の政治

利用、憲法違

反の「国葬」

について 

 

 

(２) 「しんぶん赤旗」の調べで自民党などが推

薦する知事候補は、判明しているだけで計８

回も統一協会や関連団体の行事に参加し、台

湾と韓国での行事にも参加。同氏の知事選出

馬会見には統一協会関連団体幹部が同席し、

選挙母体の役員は関連団体と関係している。

自民党の国場衆院議員と参院選で自民党の

公認候補だった古謝玄太氏は選挙の際に、関

連団体から推薦を受けている。さらに、岸田

内閣では、閣僚、副大臣、政務官、官房副長

官に就任した 76 人のうち 33 人（43％）が統

一協会との関係を認めている。世論調査（毎

日新聞）では、自民党と統一協会との関係は、

「問題があった」と 87％が回答するなど、

癒着に強い怒りと批判が高まっている。見解

を問う 

 

 

 安倍元首相の「国葬」を、岸田政権による法的

根拠のない一片の「閣議決定」によって強行する

ことは、法治主義を破壊し、「法の支配」を「人

の支配」に代える暴挙である。「国葬」強行は、

憲法 14 条が規定する「法の下の平等」と、憲法

19 条が保障する「思想及び良心の自由」にも反

している。この「国葬」の強行がもたらす政治的

害悪は、計り知れない。それは、安倍元首相が行

った、民意に反する新基地建設強行、憲法違反の

安保法制の強行をはじめとする立憲主義破壊の

暴政の数々、憲法９条改定にむけた暴走、「アベ

ノミクス」など貧困と格差を広げた経済政策、「森

友・加計・桜を見る会」などの数々の国政私物化

疑惑を、国家として公認し、安倍政治への「敬意」

を国民に強要することになる。さらに、国民の強

い怒りを広げている反社会的カルト集団・統一協

会と自民党との関係において、安倍元首相は、最

も深刻な癒着関係にあった政治家の一人である。

「国葬」の強行は、この癒着関係を免罪すること

になる。どんな世論調査でも、国民の多数が「国

葬」強行に反対している。「国葬」強行は、日本

の民主主義を破壊することになる。それは死者の

最悪の政治的利用といわなければならない。憲法

違反の「国葬」の計画はただちに中止すべきであ 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

   

 

 

５ 岸田政権に

ついて 

 

 

 

 

 

６  子 育 て 支

援、貧困対策

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。見解を問う 

 

 

世論調査（毎日新聞）では、岸田内閣の支持率

が過去最低の 36％に急落している。自民党と統

一協会の深い癒着、コロナ対応や物価高騰への無

為無策、憲法違反の国葬強行などの失政への国民

の怒りと不信が爆発的に示されている。見解を問う 

 

 

内閣府が 2021 年３月に公表した「少子化社会

に関する国際意識調査」で、国民の過半数が「自

分の国は子どもを産み、育てやすい国だと思わな

い」と答えた唯一の国が日本である。その理由は、

教育費が高すぎること、雇用が不安定なこと、子

どもを産み育てることに対する社会の理解がな

いことなどである。教育費が完全無償で、親の働

き方が安定しているスウェーデンでは、97％が

「自分の国は子どもを産み、育てやすい国だと思

う」と回答しているのと対照的である。ユニセフ

の調査（2020 年）では、日本のこどもの精神的

幸福度は、先進国 38 か国の中で下から２番目で、

「今の生活に満足している」と答えた 15 歳の割

合が 62％と低く、15～19 歳の自殺率も、平均を

上回っている。日本が子育て・子どもに「冷たい

国」になっている最大の責任は、国の自公政治に

ある 

 

(１) 憲法第 26 条第２項は、「すべて国民は、法

律の定めるところにより、その保護する子女

に普通教育を受けさせる義務を負ふ。義務教

育は、これを無償とする。」と規定している。

憲法を遵守し学校給食費は無償にすべきで

ある。見解と県内での実施状況を問う 

 

(２) 本市で学校給食費無料化実施に係る試算

額を問う 

 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 児童虐待に

ついて 

 

 

(３) 玉城デニー県政は、2022 年４月から、こ

れまで「就学前まで」とする通院時の医療費

無料化の対象年齢を「中学校卒業まで」に拡

充し、窓口支払いが不要な現物給付を実施し

て大変喜ばれている。さらに、高校卒業まで

拡充すべきである。見解を問う 

 

(４) 県内での高校卒業までの医療費無料化の

実施状況と本市での実施に係る試算額を問う 

 

(５) 日本共産党は、2020 年の 11 月定例会で郵

便局と連携しての食料支援「フードボック

ス」の設置を求めてきた。７月 12 日から市

内の郵便局 36 か所に食料の寄付箱「フード

ボックス」設置を実現したことを高く評価す

る。周知と活用状況について問う 

 

(６) 本市独自の那覇市子どもの居場所応援給

付等事業を高く評価する。概要を問う 

 

 

 

(１) 未来ある子どもの尊い命が失われる痛ま

しい事件が全国で相次いでいて胸が締め付

けられる。児童虐待の定義と現状を問う 

 

(２) 虐待が疑われる子どもについて、児童相談

所と本市の担当部署の役割、実態、課題を問う 

 

(３) 31 万 4,000 人余の県都・那覇市への児童

相談所設置を推進すべきである。見解を問う 

 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ８ ひきこもり

対策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ ジェンダー

平等について 

 

ひきこもりの状態にある方やそのご家族への

支援が求められている。日本共産党は、2020 年

２月定例会で、相談窓口の明確化と支援体制確立

を求めてきたが、相談窓口の明確化と周知が前進

したことを評価する。厚生労働省は、今年度から、

より住民に身近なところで相談ができ、支援が受

けられる環境づくりを目指して、「ひきこもり地

域支援センター」の設置主体を市町村に拡充する

とともに、新たなメニューとして、ひきこもり支

援の核となる相談支援・居場所づくり・ネットワ

ークづくりを一体的に実施する「ひきこもり支援

ステーション事業」を開始した。本市での取組を

問う 

 

 

 世界経済フォーラム（本部・スイス）が７月

13 日、各国の男女平等の達成度を指数で示した

「ジェンダーギャップ報告書」2022 年版を発表

した。日本の平等達成率は 65.0％で、21 年の

65.6％から後退し、順位は調査対象 146 か国中

116 位と低位で、主要７か国の中での最下位が続

いている。経済分野が 121 位、政治分野 139 位と

大きく立ち遅れている。自民党や知事候補の前宜

野湾市長とズブズブの関係にある統一協会は、ジ

ェンダー平等、同性婚、選択的夫婦別姓を敵視し

ている。昨年７月に宜野湾市議会で「性的指向」

や「多様性」などの文言を理由に与党会派が反対

したため「市男女平等及び多様性を尊重する社会

を推進する条例」案が否決されたのも統一協会の

影響があるとの指摘もある。選択的夫婦別姓、同

性婚を認める民法改正、ＬＧＢＴ平等法などが実

現しないのは、自民党政治が実現を阻む壁になっ

ているためである。オール沖縄・玉城デニー県政

は、３月 26 日に、全国都道府県で初の性の多様

性を尊重する「沖縄県性の多様性尊重宣言(美ら

島にじいろ宣言)」を行い、あわせて相談窓口も

開設した。「美ら島にじいろ宣言」は（１）自分

の性と全ての人の性のありようを尊重する、（２）

性に関する多様な声に耳をかたむける、（３）多

様な性を理由とする偏見・差別やあらゆる種類の

暴力を許さない、（４）多様な性を理由とする困

難を解消するために取り組むという４点を掲げ、 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

   

 

 

 

10 補正予算案

について 

 

 

 

 

11 第５次那覇

市総合計画の

中間検証及び

見直しの方針

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

12  オ ー ル 沖

縄・城間市政

について 

 

誰もが自分らしく生きられる沖縄を目指すもの

となっている。見解を問う 

 

 

補正予算案に計上されている泊漁港再整備事

業、保育士確保対策事業（離職抑制分）、ごみ収

集運搬許可業者緊急支援事業、漫湖公園市民庭球

場機能強化事業の概要を問う 

 

 

本市の最上位計画の第５次那覇市総合計画で

は、市民と行政が共に目指すべき本市のまちづく

りの将来像として「なはで暮らし、働き、育てよ

う笑顔広がる元気なまちＮＡＨＡみんなでつな

ごう市民力」を掲げ、まちづくりの姿勢として、

その担い手一人ひとりを結びつける「５つの絆」

を示している。日本共産党は、2021 年 11 月定例

会で気候危機打開､脱炭素社会に向けて第５次那

覇市総合計画の見直しを求めてきた。このことも

反映されている第５次那覇市総合計画の中間検

証及び見直しの方針の概要について問う 

 

 

(１) 平和・子ども･未来をキャッチフレーズに

県都初の女性市長として２期８年間、市政を

担ってきたオール沖縄・城間幹子市長が 11

月 15 日で勇退される。日本共産党は､城間市

長がオール沖縄・各政党、新しい風・にぬふ

ぁぶしと締結した基本姿勢・組織協定を遵守

し、那覇市発展に誠心誠意に奮闘してこられ

たことを高く評価する。そこで、８年間の実

績とこれまでの市政運営の総括を伺う 

 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

   

 

 

 

 

 

 

(２) オール沖縄の城間幹子市長は、ぶれること

なく子や孫のためにと辺野古新基地反対を

貫いている。辺野古新基地建設問題では、オ

ール沖縄・玉城デニー知事は、ぶれることな

く「反対」を貫いている。翁長雄志前知事・

元那覇市長の遺志を継いで、沖縄に辺野古新

基地や米軍機オスプレイは要らないと訴え、

米軍普天間基地の閉鎖・撤去、早期の運用停

止を求めている。新基地反対は 2019 年の県

民投票や 14 年、18 年の過去２回の県知事選

で示されてきた沖縄の民意である。オール沖

縄・玉城デニー知事は「引き続き県民の思い

を実現するため、新基地阻止へ県民の先頭に

立つ」と表明している。新基地を容認し、推

進する政府いいなりの自公推薦の知事候補

を応援する人と、民意と民主主義を否定する

政府に抗い、ぶれずに新基地反対を貫くオー

ル沖縄が手を組む選択などはありえない。城

間市長の見解を問う 

 

 

(３) 与党市議団が新基地反対で玉城デニー知

事を支え、セットして知事選挙を戦えるオー

ル沖縄の城間市政の後継者として全会一致

で選考した翁長雄治那覇市長予定候補に対

する見解と、那覇市区・県議補欠選挙の上原

カイザ・オール沖縄統一候補に対する見解を

問う 

 

 

【答弁を求める者】 

  市長、副市長、教育長、関係部長 

 



代表質問（２日目） 令和４年９月８日(木) 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

４ 當 間 安 則 

(無所属クラブ) 

 

 

 

１ 市長の政治

姿勢について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 沖縄関係予

算について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 県内最大の決戦、第 14 回沖縄県知事選挙が今

月 11 日に投開票される。県知事の存在は、まさ

に、沖縄県の将来の行方を握る重要な位置にあ

る。そして、来月 10 月 23 日には、那覇市長選挙

が行われる。以下伺う 

 

(１) 県知事選挙に対する市長の見解を伺う 

 

(２) 那覇市長選挙に対する市長の見解を伺う 

 

(３) 城間市長の２期８年間の総括を伺う 

 

 

 沖縄県は、2023 年度内閣府沖縄関係予算につ

いて、3,200 億円規模を確保するよう政府に要請

した。しかし、８月末、内閣府は、2,798 億円の

概算要求を財務省に提出した。22 年度の概算要

求額、2,998 億円から 200 億円の減額となる。と

りわけ市町村から増額要望が強い一括交付金に

ついても県が要望した 1,280 億円に対しても前

年度の当初予算と同額の 762 億円に据え置いた。

内閣府概算要求額が２年連続で 3,000 億円を下

回ることとなる。以下伺う 

 

(１) 今回の概算要求額について本市の見解を

伺う 

 

(２) 今年度の一括交付金は、概算要求額から年

末の当初予算の決定率は、８割を下回ってい

る。毎年の一括交付金の減額をどう見るか 

 

(３) 沖縄振興特定事業推進費について、概算要

求額が令和３年度から85億円から今年度80

億円、次年度 75 億円と減額傾向にある。見

解と影響について伺う 

 

 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ３ 新型コロナ

ウイルス感染

症対策につい

て 

 

 

 

 

 沖縄県で新型コロナウイルス感染症が発生し、

２年半が経つ。変異株により、何度も感染者数の

波が表れている。感染者の急増や長引く感染流行

により生活様式も変化をし、新たに様々な課題が

浮かび上がってきた。以下伺う 

 

(１) ワクチンの接種状況を伺う 

 

(２) オミクロン株対応の新ワクチン導入につい

て伺う 

 

(３) 沖縄県全体及び那覇市保健所が所管する感

染症陽性者延べ人数と人口比率について伺う 

 

(４) 児童生徒の熱中症の現状と水泳授業の現状

について伺う 

 

(５) 本市が対応した今年の救急搬送困難事案件

数と推移について伺う 

 

(６) 感染者全員の個人情報を含めて発生を届け

出る「全数把握」の簡略化見直しについて見

解を伺う 

 

(７) 生活福祉資金の特例貸付としての緊急小口

資金と総合支援資金の返済免除について伺う 

 

(８) コロナウイルス感染症に関する台風 11 号

の影響について伺う 

【答弁を求める者】 

  市長、副市長、関係部長 

 



代表質問（２日目） 令和４年９月８日(木) 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

５ 上 原 仙 子 

(みんなの協働!) 

 

 

１ 福祉行政に

ついて 

 

 

 

 

 

２ 「無園児」

支援について 

 

 

 

 

 

 

３ 夜間中学校

(学級)の設置

について 

 

 

 

 

 

 今年７月、那覇市社会福祉協議会より次年度活

動について「１．法人運営人件費等(補助金)の増

額」「２．委託料の増額」「３．重層的支援体制整

備事業の創設」を求める要請があったが、本市の

見解と対応を伺う 

 

 

令和５年４月に発足する国のこども家庭庁で

は、保育所や幼稚園に通っていない「未就園児」

や「無園児」への支援に力を入れるとし、自治体

でのモデル事業や新たな支援に取り組むことと

している。「未就園児」「無園児」支援について本

市の見解と、今後の取組を伺う 

 

 

今年６月１日、文部科学省は令和４年５月 27

日に総務省が令和２年国勢調査（就業状態等基本

集計）を発表したことを受けて、「夜間中学の設

置・充実に向けた取組の一層の推進について」を

各都道府県の担当課へ依頼した。そこで以下のこ

とを伺う 

 

(１) 令和２年国勢調査において、本市における

未就学者及び最終卒業学校が小学校の者の

数について 

 

(２) 県内で本市以外に夜間中学の設置を検討

している自治体はあるのか 

 

(３) 那覇市夜間中学検討委員会の開催状況、今

後の開催見込み及び有識者からの設置に向

けた意見について 

 

(４) 本市は設置に向けた具体的な検討をいつ

から始めていつまでに終えるのか 

 

(５) 不登校の生徒を受け入れる「不登校特例」

を活用して設置を検討すべきであるが、見解

を伺う 

 



 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

  ４ 那覇まなび

クーポン事業

について 

 

 

 

 

 

５ 奥武山野球

場野球資料館

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 協働による

まちづくりに

ついて 

  

 

(１) 対象者の拡大に伴い、対象となる世帯への

周知を図るために対象世帯へのＤＭを発送

すべきであるが見解を伺う 

 

(２) 教育委員会との連携が重要になるものと

考えているが、その調整の進捗について伺う 

 

 

奥武山野球場１階の野球資料館では「全国高等

学校野球選手権大会」に出場した歴代の学校名と

戦績を大会ごとのプレートにして掲示している

が、令和２年（2020 年）第 102 回大会のプレー

トが抜けている。この大会は新型コロナウイルス

感染症拡大の影響で中止となったが、沖縄県では

県高野連が主催して独自の県大会を実施し、県立

八重山高校が初めての優勝を飾った。全国大会出

場は叶わなかったが、その成績は他校と同様に称

えるべきであり、その事実を記録として明示すべ

きである。当局の見解を伺う 

 

 

市長が委嘱する那覇市協働大使を主な構成員

とする「那覇市協働によるまちづくり推進協議

会」が設立 10 周年を迎えた。そこで以下伺う 

 

(１) 協働大使委嘱の意義と効果について 

 

(２) 那覇市協働によるまちづくり推進協議会

設立の目的とこれまでの成果及び評価につ

いて 

 

 

 

 

【答弁を求める者】 

  市長、副市長、教育長、関係部長 

 



代表質問（２日目） 令和４年９月８日(木) 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

６ 前 泊  美 紀 

(無所属の会) 

 

 

 

１ 市長の政治

姿勢について 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第５次那覇

市総合計画に

ついて 

 

 

３ 性の多様性

を尊重する政

策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 多文化共生

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 改正個人情

報保護法につ

いて 

 

 

 

城間幹子市政２期８年を振り返り、以下を城間

幹子市長に問う 

 

(１) 実績と評価 

 

(２) 公約の着手率及び達成率と、そこから見え

る本市の課題と市のビジョン 

 

 

第５次那覇市総合計画の中間検証及び見直し

の方針について、基本的な考え方と具体的なスケ

ジュールについて、問う 

 

 

(１) いわゆる「性の多様性を尊重する条例」制

定の進捗について、問う 

 

(２) パートナーシップ登録、ファミリーシップ

登録制度について、以下を問う 

 

  ① 全国の制度導入状況と効果及び課題 

 

  ② 本市における現状と効果及び課題 

 

 

(１) 本市における在住外国人の現状（人口の推

移、国籍、在留資格等）と課題を問う 

 

(２) 本市における多文化共生政策の考え方を

問う 

 

(３) 全国及び沖縄県における多文化共生政策

の動向を問う 

 

 

今般の個人情報保護法の大幅改正の意義と、自

治体への影響、本市における対応を問う 

 

【答弁を求める者】 

  市長、副市長、関係部長 

 



代表質問（２日目） 令和４年９月８日(木) 
順

位 

氏  名 

(会 派 名 ) 
発 言 事 項 発 言 要 旨 

７ 普久原 朝 日 

(立憲なは ) 

 

 

 

１ 消費者行政

について 

 

 

２ 城間市長の

政治姿勢につ

いて 

 

 

 いわゆる旧統一協会（旧統一教会）と霊感商法

に関する消費者問題の現状と対応について伺う 

 

 

 これまでの２期８年間の城間市長の取組、とり

わけ米軍基地問題に関することについて伺う 

 

 

【答弁を求める者】 

  市長、副市長、関係部長 

 


